
総合的対応策を踏まえた
総務省の地方財政措置

令和８年７月１３日

自治行政局国際室

資 料 ２



Ⅱ 国民の安全・安心のための取組
第１ 既存のルールの遵守、各種制度の適正化に向けた取組
１ 出入国・在留管理等の適正化・外国人受入れについて
（４）秩序ある共生社会の実現に向けた受入れ環境整備
ⅲ 速やかに実施する施策
・ 地域社会のルール等の習熟の場の設置や、地域社会のルール等を学ぶ上で必要な日本語指導
の実施に要する経費について、令和８年度から地方財政措置を講じる。〔総務省〕《施策番号 
101》

Ⅲ 外国人が日本社会に円滑に適応するための取組
２ 秩序ある共生社会の実現に向けた受入れ環境整備＜再掲＞
ⅲ 速やかに実施する施策
・ 地域社会のルール等の習熟の場の設置や、地域社会のルール等を学ぶ上で必要な日本語指導
の実施に要する経費について、令和８年度から地方財政措置を講じる。 ＜再掲＞ 〔総務省〕《施
策番号 101》

（参考）外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策
（令和８年１月23日外国人の受入れ・秩序ある共生社会実現に関する関係閣僚会議決定）
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全国知事会提言（令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望）（令和７年７月24日）
【政策要望 地方行政関係】
７ 地域国際化等の推進について
（１）多文化共生社会の実現に向けて、以下の取組を実施すること。
ア 我が国の将来を見据え、今後の外国人受入に関するビジョンを早急に示し、国民の理解を得て、多文化共生施策実施の根幹となる体系的・総合的な基
本法を策定すること。（中略）医療や年金、教育、防災対策等の施策が国の責任において着実に実行されるよう、司令塔となる組織の設置を検討すること。
加えて、国と地方公共団体の役割を明確にし、地方公共団体等の意見を十分に聴取しながら、引き続き、多文化共生施策の拡充を図ること。
イ 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」の内容について、各都道府県の必要額に不足が生じないよう十分な予算を確保し、継続的で十分な
財政的支援を行うこと。特に、外国人受入環境整備交付金について、国の予算が十分でなく地方公共団体の必要額に不足が生じている。（後略）
ウ 新たに受け入れる外国人材や在留外国人等が、地域社会の一員として自立した生活を円滑に送ることができる程度の日本語能力の習得や日本社会の
習慣に対する理解促進のため、国の責任において日本語教育を必要とする入国前も含む全ての外国人に対し、日本語教育が体系的になされるよう、国が
統一的なプログラムを示すこと。
エ 「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」については、国の予算が十分ではなく都道府県の必要額に不足が生じていることから、都道府県の事
業実施に支障がでることのないよう、十分な予算を確保すること。また、国庫補助率を引き上げるなど、地方公共団体における財政負担を軽減するとともに、
都道府県の役割の明確化及び役割に応じた体制の維持・充実に向けた永続的な地方財政措置を講じること。
オ～キ （略）
ク 育成就労制度等に基づく新たな外国人材の受入れ環境の整備にあたっては、監理支援機関及び育成就労実施者による育成就労外国人の教育や監理
が適切に行われるよう国が責任を持って取り組むとともに、外国人労働者やその家族に対する日本語教育を始めとした支援について、国、地方公共団体、関
係機関、事業主等の役割を明確に示し、各対象に周知するとともに、地方公共団体の取組に対して十分な財政措置を講ずること。

指定都市市長会要請（外国人住民との共生社会の実現に向けた指定都市市長会要請）（令和７年８月４日）
１ 外国人住民への生活支援策については、国の責任で対応すべきものであることを踏まえ、行政事務の円滑な遂行を図ることを任務とする内閣府に政策を統
括推進する司令塔を設置するとともに、国、地方自治体、民間支援団体等を含む各主体との適切な役割分担により、強力に推進していくこと。
２ 外国人受入環境整備交付金について、急激に増加する外国人住民に合わせて、また、指定都市の規模やニーズに見合うよう、交付率及び上限額を引き上
げ、対象事業を拡大するとともに、必要となる十分な財源を確保し、安定的、継続的な財政支援を講ずること。
３ （略）
４ 地域日本語教育について、ボランティア任せの現状を根本的に見直し、持続可能な制度設計を行うこと。また、人材や場所を含む体制構築・運営に要する経
費については、国の責任において更なる財政措置を講ずること。さらに、就労目的の在留資格者について、現状においても、日本語教育の深刻な担い手不足が
危惧されることを踏まえ、実効性のある日本語教育カリキュラムと体制を国主導により早期かつ確実に構築すること。
５ 地域社会の構成員として活躍できるよう、帯同家族を含む長期滞在者に対して入国前後に日本語や日本の文化・社会制度を教育する機会を拡充するとと
もに、それらの理解度などを入国時や在留資格更新時に確認し、習得を促す仕組みを創設すること。

（参考）全国知事会提言（令和８年度国の施策並びに予算に関する提案・要望）
指定都市市長会要請（外国人住民との共生社会の実現に向けた指定都市市長会要請）
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外国人との秩序ある共生社会の構築のための地方財政措置の見直し

１．在留外国人への対応に必要な環境整備に係る特別交付税措置（措置率0.5）の対象経費を追加

２．都道府県のJET-CIR※（国際交流員）について、普通交付税の算定の見直し

外国人との秩序ある共生社会の構築のため、地方自治体・地域社会における在留外国人の地域社会のルール

の習熟促進、行政手続利用の適正化等の観点から、財政措置を拡充する。

② ワンストップ相談窓口からの同行支援

① 地域社会のルール等の習熟のための取組
ルール等を学ぶ上で必要な日本語の指導

・ ゴミの分別ルール
・ 自治会への加入促進

ワンストップ相談窓口 市役所・保健所
 等

③ 行政・地域社会と在留外国人をつなぐ
  「ブリッジ人材」の発掘・活用

日本の制度（税・社会保険・ 
行政手続等）の周知 ・ 行政情報の伝達

・ 在留外国人の相談の集約
・ 地域行事等への参加の呼び掛け 

業務
通訳・国際交流等が中心

(市町村分は任用数に応じた算定)

・ 環境整備の取組へのJET-CIRの積極的な活用（活用事例の紹介、研修の実施）

自作の市内地図を使った
日本語の指導
（岐阜県美濃加茂市）

庁内ワーキングチーム
への参画
（千葉県松戸市）

※CIR: Coordinator for
International Relations 

（入管庁事業）

・ JET-CIRの任用数に応じた算定（密度補正）の導入

行政情報の多言語化
（翻訳・通訳）

現行

現行

財政措置（県分）

国調人口に応じた算定

追加

追加

※ R7年度補正予算により、地方自治体における環境整備のモデル事例を創出し、横展開（予算額：0.3億円） 5



■ 上記のほか、普通交付税の包括算定経費（国際化推進対策費）において、在住外国人支援等に要する経費※を措置（県分・市町村分）
※ 外国人向け情報誌・パンフレット等作成、外国語表記案内板・標識等設置、在住外国人向け日本語講座、外国人相談活動、外国人による国際理解講座 等

措置項目 地財措置

①行政情報・生活情報の多言語化等の推進に要する経費 ※１
対象経費：相談窓口での通訳業務の委託費・翻訳機器（タブレット端末等）の配備費、行政・生活情報の翻訳経費、

「外国人受入環境整備交付金」（法務省所管）を受けて設置された一元的相談窓口から行政窓口等への同行支援に要する経費 等

（都道府県分※２・市町村分）

特別交付税措置

②在住外国人が地域社会のルール等に習熟するための取組に要する経費 ※１
※「地域社会のルール等」：税・行政手続等の日本の制度、地域のゴミ出しのルールや自治会・消防団への加入等、地域で生活する上で必要なルール・マナー等
対象経費：地域社会のルール等やルール等を学ぶ上で必要な日本語の講座の開催経費、相談員や講師、通訳の派遣経費 等

③地方公共団体・地域社会と在留外国人との橋渡し役となる人材（「ブリッジ人材」）の活用に要する経費 ※１
※「ブリッジ人材」：地域において、在留外国人への行政情報の伝達や地域行事等への参加の呼び掛け、在留外国人の相談の集約等を行う人材
対象経費：ブリッジ人材の発掘や研修に要する経費、ブリッジ人材の活動に要する経費 等

④災害時における外国人への情報伝達や外国人向け防災対策に要する経費 ※１
対象経費：災害・防災情報の翻訳経費、外国人向け災害時に外国人対応を行う人材の養成のための経費、災害多言語支援センター等の設置・運営経費 等

（都道府県分・市町村分）

特別交付税措置⑤定住外国人子弟等に対する就学支援策に要する経費
対象経費：就学状況、通学等の状況の調査経費、不就学児童の把握のために行う訪問や電話等による調査経費、

就学ガイダンスの実施経費、就学パンフレットの作成・配布経費 等

⑥先進的な地方自治体の取組事例の横展開に要する経費
対象経費：多文化共生アドバイザーの活用経費（旅費等）、多文化共生地域会議への出席旅費 等

（市町村分）

特別交付税措置

措置項目 地財措置

⑦一元的相談窓口の運営に係る地方負担
○外国人受入環境整備交付金（法務省所管）を活用して運営する一元的相談窓口に係る地方負担
【参考】補助率：１０／１０、運営費１／２（Ｒ８当初予算（案） 10億円）

（都道府県分）

普通交付税措置

（市町村分）

特別交付税措置

⑧外国人材の受入・共生のための地域日本語教育推進事業に係る地方負担
○教育支援体制整備事業費補助金（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業）（文部科学省所管）に係る事業の地方負担
【参考】補助率：１／２（Ｒ８当初予算（案） ６億円）

（都道府県分・政令市分）

普通交付税措置

（市町村分（間接補助分））

特別交付税措置

〇 「外国人材の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」（令和８年１月23日関係閣僚会議決定）等も踏まえながら、地方公共団体における
施策に対して、次に掲げる地方財政措置を講じることとしている。

＜地方単独事業分＞

＜国庫補助事業分＞

R8年1月28日更新
(黒田室長了)

※赤字はR8年度に追加・拡充

※１ 相談員、通訳者・翻訳者、研修の講師、ブリッジ人材等への報酬を含む。  ※２ 都道府県と市町村が締結した協定等に定めた取組に限る。

地域における外国人との共生施策に対する地方財政措置

R8.5.19更新
（黒田室長了）

「多文化共生」という表記を使用するか相
談し、タイトルと黒枠内の説明について一
部削除修正した
※ブロック会議等で公表することを踏ま
えた対応

6


	既定のセクション
	スライド 0: 総合的対応策を踏まえた 総務省の地方財政措置
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6


